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第 2章 
 

チリ農業の生産性に関するミクロデータの利用可能性 
 

北野 浩一 
 
要約： 
チリは、一次産品輸出を主軸とした輸出志向化型工業化によって経済発展を成し遂げ

た国として知られる。これまで輸出農業に関する多くの研究がなされてきたが、マクロ
経済や貿易統計などを用いた一国全体を対象としたものか、個別事例を対象としたもの
が中心であった。近年農業センサスなど農業生産に関わるミクロデータが利用可能にな
るにおよび、異質性に富んだ生産者の実像が明らかになってきた。 
本稿では、経済発展に重要な総要素生産性の伸びを、チリ農業部門のミクロデータを

用いて計測し、その要因に関する研究の予備的考察となるものである。まずラテンアメ
リカ農業の総要素生産性に関する先行研究から、計量モデルや必要とされるデータを確
認した。事業所ベースの総要素生産性の計測は近年欧米や日本の研究が報告されはじめ
て、チリの農業センサスや事業所パネルデータ利用することで、農家の異質性に着目し
た分析が可能である。 
 
キーワード：チリ、農業、総要素生産性、ミクロデータ 
 
 
はじめに 
 
チリでは、1980 年代後半からの輸出主導型経済成長の要として、輸出農産品生産に

おける生産の大規模化、株式会社化が議論されてきた。現地シンクタンクや大学を中心
に多くの事例研究があるが 1、邦語でも林業・畜産における北野（2007、2010）や、果
物産業における村瀬（2015）といった研究成果が出され、輸出農業の成功には、企業に
よる生産と規模の拡大が随伴していることが示されている。 
詳細な事例研究は、理論的研究の基礎となる材料を提供する。産業組織論における事

例研究について論じた Baker & Gil (2012)が指摘するように、事例研究は、何について、
どのようにモデル化すべきか、という理論研究に不可欠の課題に貴重な指針を与えるも

                                                        
1 輸出型農業初期における農業法人化についての優れた研究としては、Gomez y 
Echenique (1988)などがある。 
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のである。しかし同時に、その事例の有する代表性やバイアスには注意を払うべきとも
指摘している。詳細な事例研究を意図すればするほど、農業生産者の内部情報にアクセ
スせざるをえず、そのためには調査の実施者は生産者と何らかの社会的接点を必要とす
ることが多い。そのことが、事例の有する代表性を失うというマイナスの要因となる。
たとえば、対象の農家が公的機関からの技術支援などを受けているために調査を受け入
れるケース、あるいは、農家の親族が都市部の調査者が属するコミュニティに所属する、
といった例である。これは特に農業研究においては、日常的には都市部で研究している
ことが多い調査者が、農村で調査を実施するため宿命的な制約ともいえよう。調査者は、
対象農家の選定に際して、代表性に細心の注意を払うべきだが、同時に研究の受け手に
も十分なリテラシーが求められる。 
農業研究としては、全農業従事者を対象とする悉皆調査、あるいは完全にランダムに

選ばれた大規模な標本調査が理想である。しかし、そのような調査のためには国の法的
な強制力なくしては不可能であり、また莫大な人的・資金的コストも必要である。さら
に、調査結果の個別調査票の利用に当たっては、個人情報保護の観点から研究者には困
難がつきまとう。このため、これまでチリにおいても全国農畜産業・林業センサス
(Censo Nacional Agropecuario y Forestal：ここでは「農業センサス」と表記)などは十
年おきに実施されてきたものの、各農業主体別の個票データについては、公開されてこ
なかった。 
この状況が変化してきたのは、情報公開法（Ley de Transparancia）が制定された 2008

年以降である。この法令は、政府機関が作成する統計の問題発覚などを受け、行政の透
明性を高めるために制定されたものである。2011 年には、データを公開するウェブ・
ページも開設され、個人情報を匿名化したうえで、行政、教育・保健などに関する調査
の個票（ミクロデータ）を公開している。 
本報告書では、このように近年公開され始めた生産主体のミクロデータが、チリ農業

の生産性に関する研究にどのように適用できるかについて検討する。個票レベルの横断
的分析、およびパネルデータ分析分析では、これまでの国レベルや地域レベルのデータ
と比較し、より生産主体個別の行動特性の把握が可能になる。生産性の動向という、経
済主体の資源の効率的配分に関わる問題については、高い検証能力を有することが期待
される。これまでの個別企業ベースの研究で、内部情報も加えた詳細で長期の視点から
の分析がなされてきたが、事例の代表性の問題が指摘されてきた。本研究で取り上げる
大規模パネルデータは、個別事例研究ほどには豊富な調査事項は望めないが、事例研究
を補完してチリ農業のより正確な全体像を理解することが可能になると考えられる。 
報告書の構成は以下のとおりである。まず、農業の生産性とその要因を分析するため

に必要な変数を特定するために、ラテンアメリカを中心とした農業の生産性に関する近
年の研究をレビューする。続いて、チリの情報公開法に基づく、ミクロデータ公開状況
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について解説し、農業の生産性分析に用いるチリの農業センサス、事業所パネルデータ
のそれぞれについて、データの特性、調査項目を検討する。最後に、それぞれのデータ
の、チリ農業生産性分析への適用可能性について評価を行う。 
 
１．ラテンアメリカ農業の生産性分析 
 
（１） 農業部門における生産性 
農業部門の成長を考える上で、生産性の向上という視点は欠かすことができない。生

産量は、労働力や資金といった投入物を拡大することで、一時的に増大させることは可
能である。しかし、人的資本や資金の拡大に制約があれば、一国の農業生産拡大は持続
的なものとはならない。また、個別企業レベルでは、融資を受ける際の担保能力のため
に流動性制約があったり、労働者の採用拡大もおのずと限界がある。こうしたことから、
長期の生産拡大の可能性という観点からは、生産性向上の視点が不可欠である。 
「生産性」という言葉は複数の意味で用いられる。通常良く利用される労働生産性は、

労働者一人当たり生産量を指す。土地生産性（単収）も、１ヘクタールなど、単位面積
あたりの生産高をあらわすことから、労働生産性と同様に、生産要素が生産量にどれだ
け貢献したかを示す平均的増分概念である。一方、長期の経済成長で問題となる生産性
は総要素生産性（Total Factor Productivity: TFP）と呼ばれるもので、労働や土地、資
本財など生産に必要な投入物が生産に貢献する部分を除いた残余として定義される。こ
れは Solow（1956）によって定式化され、ソロー残差とも称される。 
このソローモデルと呼ばれる経済成長モデルは、総要素生産性が長期の経済成長率を

規定する重要な要素であることを示したが、その成長率は外生的に与えられ、経済政策
は成長率に関与する余地がないモデルであった。しかし、1980年代から研究が進む「新
しい経済成長論」では、成長のエンジンを内生化することで持続的な経済成長をモデル
化することに成功している。ここで鍵になるのは、非競合的で排除可能性が低いという
知識（アイディア）の経済成長における役割である（Romer 1990）。この公共財的性質
により、ソローモデルから離れ、知識の拡大による経済の持続的成長や、政策の役割を
理解することが可能になる。 

TFP は、労働力の他に、資本財、中間投入財も含めた投入要素全体に対して、どれだ
けの生産が行われているか、ということを示した指標である。ただし、労働力は人数と
いう数量ベースのデータがとれるが、資本財の投下量などの生産要素の集計量は簡単に
は計測できない。このため、生産要素のそれぞれの変化率をとって推計を行う。すなわ
ち TFP の変化率を 

TFP 変化率＝ 生産量変化率－労働分配率×労働投下の変化率－資本分配率 
×資本投下量の変化率－中間投入量分配率×中間投入量の変化率 
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という式を用いて、生産性の変化を計測する（宮川 2018）。成長会計とよばれるこの計
算手法は、OECDの報告書（OECD 2006）でも用いられ、国際的なデータベースの整
備とともに標準化された手法となっている。日本でも、深尾・宮川（2008）では日本産
業生産性データベース 2006年版を用いて、産業別のより詳細な生産性が示されている。
しかし、これらは一国あるいは産業を単位とした計測であるため、生産主体をベースと
したラテンアメリカの農業の生産性計測のためには、特に投入財に何を選ぶべきか、に
ついて慎重に検討する必要がある。以下では、ラテンアメリカの農業部門生産性の計測
について、先行研究を見てゆく。 
 
（２） ラテンアメリカ農業の生産性研究レビュー 
ラテンアメリカの農業部門の生産性に関する研究としては、Avila et al.（2010a）があ

る。この論文では、ラテンアメリカを４つの地域に分け、農業生産性を比較している。
特にブラジル、コロンビアについては個別の要因を詳細に検討している。一方、同じハ
ンドブックに収められている別の論文 Avila et al.（2010b）では、ラ米、アジア、アフ
リカの各地域間で農業生産性を比較している。この論文では、農業分野の生産性に影響
を与える要因の分析をおこなっている。 
２つの論文では、基本的なモデルは前述の基本形と同じであるが、以下のようなディ

ジビア指数のトゥルンクビスト（Tornqvist）離散近似を用いた定式化をしている。 

ln  � 
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑃𝑃𝑡𝑡
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑃𝑃𝑡𝑡−1

�  =
1
2

 �(𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖−1) ln(𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖−1) −
1
2
��𝐶𝐶𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝐶𝐶𝑗𝑗𝑗𝑗−1� ln�𝑋𝑋𝑗𝑗𝑗𝑗 + 𝑋𝑋𝑗𝑗𝑗𝑗−1�
𝑗𝑗𝑖𝑖

 

ただし、Yit：i財産出量、Xjt：j財投入量、Sit, 𝐶𝐶𝑗𝑗𝑗𝑗  ：i財産出、j財投入の各シェア． 
 

ここで用いている産出財、投入財の種類は国ごとに異なる。ブラジルの場合には、Yi
である産出財は、（１）短期作物（コムギ、コメ、マメ、トウモロコシ、ダイズ、綿、キ
ャッサバ、タマネギ、トマト）、（２）永年作物（コーヒー、サトウキビ、リンゴ、ガラ
ナ、カシュー、ゴム、バナナ、かんきつ類、ブドウ類）、（３）畜産品（牛肉、ミルク、
鶏肉、豚肉、羊毛、卵）である。一方、Xi で示す投入財は、生産財が農作物の場合には
耕地面積、労働力（長期、家族、短期）、トラクター、耕作用家畜、肥料、農薬であり、
畜産品では、自然・人工草地、労働力（長期、家族、短期）、トラクター、肥料、農薬、
飼料、動物用薬品を用いている。 
こうして計測したラテンアメリカの農業部門生産性が図１である。農産品、畜産品、

農畜産品全体の３部門、期間は２期間に分けて示されており、また地域は、ラテンアメ
リカを南部錐(Southern Cone)、アンデス、中米の３地域それぞれを表出している。全
体としては、1961 年～80 年に比べ 80 年代以降のほうが高い総要素生産性を示してい
ることがわかる。特に南部錐農作物の 1980年代以降の生産性は、ブラジル、チリなど
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の延びに牽引され 1.49から 3.14と著しく向上している。一方、中米はパナマ、ニカラ
グア、ハイチなどのマイナス成長にひきずられ全体としても生産性の伸びは減少してい
ることがわかる。 

 
上記のモデルで各地域の TFP について計測された。しかし、その TFP になぜ違いが

生まれるかについては、別の分析が必要である。Avila et al.（2010b）では、この TFP
変化の要因を分析している。本稿第１節で示したように、新しい経済成長論では総要素
生産性を決定する重要な要素として、イノベーションを生み出すために人的資本の蓄積
が重要である。これを明示的に含んだ計量モデルが以下のとおりである： 

GTFP = 𝐺𝐺𝑌𝑌 − 𝐶𝐶𝐿𝐿�𝐺𝐺𝐿𝐿 + 𝐺𝐺𝑄𝑄𝑄𝑄� − 𝐶𝐶𝐻𝐻𝐺𝐺𝐻𝐻 − 𝑆𝑆𝐾𝐾𝐺𝐺𝐾𝐾 − 𝐺𝐺𝐴𝐴 
（ただし、C：コストシェア、G：変化率。添え字の Y、L、Q、K、H、A は 
それぞれ生産量、労働、労働の質、資本、土地、全要素生産性）． 

調整前成長率（人的資本を含まないもの）を 
GTFP∗ = GY − CLGL − CHGH − CH𝐺𝐺𝐾𝐾 

とすると、その差（GTFP-G*TFT） 
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𝐺𝐺𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 − GTFP∗ = CLGQLGA 
の右辺にある説明変数として示す労働の質と生産性シフトが、TFP 変化の説明変数と
なる。 

Avila et al.（2010b）では、労働の質を栄養摂取量変化率、生産性シフトを耕地種別新
品種適応率を用いて TFP の要因分析を行っている。実際には、2 段階最小二乗法（２
SLS）を用い、地域ダミーをもちいた以下のモデルのモデルを用いている。 

 TFP = 0.3004 GrASch +0.0662 AdapMV+0.0377 GrDES 
              -0.61 Lac1 - 0.147 Lac2 + 0.280 Lac3    
     （R2=0.58, F（P 値=）0.0023） 
   ただし、 
   操作変数(IV) １: AdopMV（耕地種別新品種適応率） 
   操作変数(IV) ２：GrDES（栄養摂取量変化率） 
    IV1, 2の説明変数：地域ダミー（Lac)、成人男性平均就学年数 
   (GrASch)、革新能力段階ダミー（Ic1～6）、農業振興 
   指導員(Extwork)、農村人口密度(RurpopDen) 
 
この結果から、新品種への適応、労働力の就学期間の増加、栄養摂取量の増加率の係

数がそれぞれプラスであり、生産性増加にプラスの効果を与えることが示される。 
 
（３） マクロデータとミクロデータによる計測 
上記の研究を含め、これまでのラテンアメリカの農業生産性に関する実証研究は、一

国レベル、あるいは地域レベルのデータをもとにした計測が行われてきた、しかし、そ
れでは生産主体毎の生産性格差については識別することができない。特に、本研究のよ
うに、生産規模別の生産性については、分析することが不可能である。 
しかし、先進国や発展途上国のいくつかの国では、行政の透明性を高めるという観点

から、行政が有する調査等のデータの公開が 2000年代以降急速に広まった。コンピュ
ーターの利用によりデータ処理能力も飛躍的な向上し、最近ではインターネットを通じ
たデータの公開も進みつつある。日本でも企業レベルのデータ分析が始まっているが、
例えば企業の国際化については、異質性が非常に大きいことがわかってきた（若杉編 
2011）。 
ミクロデータ分析の流れは、チリの農業分野についても進展している。農業分野の研

究では、定期的に実施される農業センサスが基礎データとなるが、これまでは細分化さ
れたものでも、区単位での公開であった。しかし、チリの 1997 年、および 2007 年の
農業センサスでは、チリ統計局に申請を出すことで個票の入手が可能となった。また、
生産主体の調査では、生産者パネルデータ調査（Encuesta Longitudinal a Empresas)で、
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生産主体の個票データの公開が開始されている。以下では、これらのミクロデータから、
生産者の規模別の生産性、およびその要因分析を行う上で利用可能なデータを検討する。 
 
２．チリの農業と生産性に関するミクロデータ、その特徴 
 
（１） チリにおけるミクロデータの公開状況 
チリのミクロデータを公開するポータルサイト（http://datos.gob.cl)が開設された

のは、2011年であった。1990年代にそれまでの軍政から民政への移行がすすめられ
たが、軍政時代の政府の情報開示については、民主勢力からの強い要求があった。同
時に、民政移管後の中道左派政権の政治汚職事件は、右派の政治勢力からも政府の情
報開示に対して圧力が高まることとなった。直接的には、第一期バチェレ政権発足直
後の 2006年に発生した ChileDeporte 事件が引き金となり、2008年に情報公開法 
( Ley de Transparencia de la Función Pública y de Acceso a la Información de 
Administración del Estado)が成立した（Muñoz 2008）2。 
その後、総務省に新設されたデジタル政府化推進部署により積極的にデータ公開が進

められ（Naser y Rosales 2016)、現在では、行政、教育、労働、環境など 23のカテゴリ
ーで 3611のデータがテキストや表計ソフトの形式でダウンロード可能である、ただし、
個票レベルでは各調査実施機関に対して利用目的などを記して申請し、許可されればデ
ータベースへのアクセスが可能となるものが多い 3。 
 
（２） 農業センサス 
チリの農業センサスは、ほぼ 10年に一度実施されている。近年では、1955年、1964‐

65年、1975年、1997年、2007年に実施され、地区(Comuna)レベルのものはウェブで
閲覧・ダウンロードが可能である。このうち、ミクロデータが公開されているのは、1997
年、2007 年の直近２回分である。それぞれのデータは、農地番号ごとに各調査項目が
紐づけされているが、２時点の農地番号は異なっているために、パネル化は不可能であ
る。 

2007年の農業畜産データの項目は、表１のとおりである。対象となるのは、「農業
生産に取り組み、技術と責任を有する自然人、および法人」となっている。農業に

                                                        
2 ChileDeporte 以外にも、政府に情報公開を求める元になった汚職事件としては、2000
年ラゴス政権期の公共事業省の入札情報漏洩に関する MOP-Gate事件、2002年の交通省
の車検所を舞台にした賄賂事件の Coima 事件、2003 年の中央銀行の情報漏洩にからむ
Inverlink 事件などが主なものである。 
3 「農業酪農センサス」1997 年、2007 年の個票については、チリ統計局に対し事前の申
請を行い、認可ベースで利用可能となる。データの利用にあたっては、個人情報保護など
規定の遵守が求められる。 
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は、酪農と林業も含み、土地所有の有無にはよらない。また、複数の農場を有してい
ても同一地区（Comuna）内であれば、一農家としてあつかう。生産者毎に、自然人
や法人といった属性だけでなく、農地面積や労働者数、および農作物の生産量が示さ
れているので土地生産性や労働生産性を示すことができる。また、機械設備の利用、
所有状況もわかるため、企業規模と生産性の関係について横断面分析が可能である。 

 
 
2007 年データを用いて、チリ全国の用途別の農地面積を示したのが表２である。こ

こからわかるとおり、農地面積に含められている土地において自然放牧地や不毛地に分
類されている土地が広大であることには注意が必要である。すなわち、農地面積が最も
広い 535万ヘクタールのマガジャネス州は、寒冷地で羊の放牧が盛んであるが、その農
地のうち 57％は自然牧草地で、作物用農地はわずか 698 ヘクタール（0.01％）にしか
過ぎない。農地面積２位のコキンボ州は、乾燥した地域でヤギの放牧が主たる農業であ
るが、自然牧草地比率はさらに大きく 75％である。また、第３位のアタカマ州は、農地
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として 377 万ヘクタールが登録されているが、そのうち 363 万ヘクタール（96％）が
不毛地である。よって、土地生産性などのデータを扱う際には地域特性を十分考慮する
必要があることがわかる。 
作物別での農地利用面積を示したものが、表３である。本研究では、食料生産に関わ

る農業に焦点をあてるが、穀類、豆・根菜類の耕地面積が大きいのはオヒギンス州から
アラウカニア州にかけての中南部であることがわかる。以下では、食用作物のうち、首
都圏南部に接し、輸出農産品の主要生産地であるオヒギンス州（Region O’Higgins）の
白小麦（trigo blanco4）とトウモロコシ（maiz）生産者に絞って個票レベルのデータを
示す。 

 オヒギンス州の調査対象農家数は 2 万 5249 戸である。このうち、白小麦を生産す
るのは 936戸、トウモロコシを生産するのは 6490戸である。全体でみると、小規模な
生産者が数の上では圧倒的に多く誤差が大きくなるため、ここでは灌漑耕地面積を基準
に小麦は５ヘクタール以上の 82 戸、トウモロコシは 50 ヘクタールの 147 戸に絞って
傾向をみた。生産者毎の耕地面積と収量の関係を小麦については図２で、トウモロコシ
については図３にプロットした。小麦については、１ヘクタールあたりの収量は平均で
6.7トン、トウモロコシについては、14トンであることがわかる。さらに、その線形近
似直線は、いずれも負の切片を持つことから、一定の規模の経済が働いていることも確
認された 5。ここで示されたオヒギンス州の小麦、トウモロコシの平均単収は、米国な
ど農業先進国と比較しても高いが 6、これは、零細生産者を除き、かつ実際に耕作して
いる農家のみを対象としたより正確なデータであるためと考えられる。ここで注目すべ
きは、生産者の異質性である。州レベルでみても、小麦では 35 ヘクタール以上の農家
は５戸しかなく、大多数が小規模生産者であることがわかる。また土地生産性について
も、大規模農家間にもバラツキが大きいことも示される。

                                                        
4 チリの小麦は、主に白小麦(trigo blanco)とカンデアル小麦（trigo candeal）の 2 種類が
ある。前者は、白色軟質で白いパンの生地など広い用途に使われ、後者は有色硬質でパス
タの原料などになる。 
5 一般に、規模の経済（収穫逓増）の関係があることは、生産量を表す変数を Y、生産要
素を表す変数を Xとすると、∂(Y/X)/𝜕𝜕𝜕𝜕 > 0 を示すことができればよい。切片が負でプラ
スの傾きをもつ線形の生産関数は、この関係を満たす。 
6 食糧農業機関（FAO）の統計データベースである FAOSTAT によると、米国の小麦の単
収（100kg／ha）は、3.1トン、トウモロコシが 11.0 トンで、いずれもオヒギンス州のほ
うが高い数値である。特に、小麦は２倍近くに達する。なお、同じ FAO のデータベース
のチリ全土のデータで見ても、小麦が 6.0 トン、トウモロコシは 11.2 トンと、今回確認で
きたオヒギスンス州のデータよりわずかに下回る値となっている。 
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（３） 事業所パネルデータ 
チリ経済省は、チリ経済の競争力と生産性の向上を達成することを目的として、個別

生産者の調査を継続して実施しパネルデータ化を 2007 年から開始した（INE 2016）。
これまで、2007年、2009年、2011年、2016年の４回実施している。2008年に制定さ
れた情報公開法により、個人情報を除いた個票データが申請に基づき利用可能となった。 
調査の対象となっているのは、経済活動を行い法人税の対象となっている事業所のう

ち、売り上げ額が 800UF 以上のものある 7。ただし、経済活動で収入を得ている主体は
法人の形態に限らず、個人や協同組合なども含んでいる（ここでは便宜的に、生産主体
を、「事業所」と記述する）。 
事業所は、第４回調査から国際標準産業分類第３版（ISIC Ver.4）に基づいて産業別

に区分され、産業や企業規模、地域のそれぞれがチリ全国の母集団の分布から統計的に
有意性を失わないよう層化抽出によって選定されている。ただし、45～55％のパネルデ
ータ化を確保するために、過去３回のパネル化済み事業所については優先して調査され
ている。また、各部門の大規模事業所については、それぞれの部門の主たる偏差要因で
あるため、強制的に標本に加えている。 
このように強制的に加えられた大規模事業所の標本数は 160社であり、うち 16社が

農業部門である。表４には第４回調査の産業別標本数を示した。チリ全体の母集団の事
業所数は 32万 5334社であるのに対し、標本数は 8084社となっている。本研究で注目
する農業部門では、母集団が 3万 2883社に対し、標本は 441社である。農業事業所の
標本を規模別に分類すると、内訳は、大規模事業所が 187 社、中規模事業所が 93 社、
小規模事業所（上位）が 113社、小規模事業所（下位）が 18社、零細事業所が 18社で

                                                        
7 調査が行われた 2016 年４月の価値で 2000万チリ・ペソ（日本円で約 350万円）。 

総数 大規模 中規模
小規模
（上位）

小規模
（下位）

零細

農林水産業 32,883 441 187 93 113 18 30
鉱業 1,940 266 87 67 77 15 20
製造業 33,328 1,163 809 120 153 27 54
電気・水道・ガス 344 181 128 53 0 0 0
建設 3,191 809 494 112 134 28 44
商業・修理業 112,101 1,488 1,038 148 180 36 86
運輸・倉庫 34,061 725 410 101 137 25 52
宿泊・飲食 17,145 448 119 98 145 32 54
情報・通信 5,736 461 176 93 129 20 43
金融・保険 998 397 318 79 0 0 0
科学技術 20,333 565 214 119 153 29 50
サービス業 23,259 833 487 144 129 27 46
その他サービス 11,289 307 63 75 112 24 33

（出所）「企業パネルデータ調査2014年」付帯文書．

表４　パネルデータ標本事業所数
標本事業所数

母集団数
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ある。法人形態の内訳は、個人 103、個人有限会社 10 社、協同組合２団体、有限会社
197社、公開株式会社 10社、非公開株式会社 104社、合資会社 13社、その他２社。ま
た、441 社のうち、外資が過半数を占める企業は 13 社で、その内８社が非公開株式会
社、５社が有限会社である。 
調査項目は表５に示した。事業所の活動を把握するために必要な広範な項目について

のデータをとることができる。本調査との関連では、生産関数の特定に必要な投入財と
して、財務状況にある土地、設備といった資本財、および人的資本の項目にある労働力
のデータが有用である。生産性の変化の説明変数としては、知識については、従業員の
学歴水準、および、コンピューターやインターネットの利用状況の有意性を検討できる。
産業別、および規模別のデータになっていることから、これら変数の他の産業と比較し
たときの農業の特徴、および規模別の効果の違いといった分析が可能である。 
農業部門に絞って、事業の形態、および輸出の有無、研究開発部門の有無を事業所規

模別まとめたのが表６である。事業規模は、チリの基準に基づき売上高をもとに分類し
た。形態別にみると、農業部門でも、規模が大きい事業所ほど株式会社（閉鎖・公開）
の形態をとっていることがわかる。中規模事業所（下位）以上では、ほぼ半数が有限会
社であるが、零細事業所になると、ほとんどが個人事業である。外資系は、規模が大き

内容
A 事業所概要

III 企業の属性 法人格の種別、設立年など
B 金融・投資 融資元など金融取引相手および融資種別など
C 財務状況 収入・費用、資産・負債
D 取引状況

II 取引先 取引割合、地域など
III 市場 競争度合い、協業状況
IV 輸出 輸出先、仲介の有無、問題点

H 経営
II 経営者 個人・共同の別、保険
III 研究開発 研究開発の組織
IV 企業成長の課題

I 人的資源
II 従業員 種別、給与額、新規採用、解雇、教育水準
III 派遣労働 人数、金額
IV 人材育成 経営能力、語学、技術など種別対象人数

J 情報・通信技術
II 情報・通信 PC、ソフトウエア使用状況、インターネットの利用
III 情報セキュリティ
IV 支払い方法 クレジットカード、手形、電子決済の利用状況

（出所）事業所パネルデータ調査の付帯文書.

記号 項目
表５　事業所パネルデータ構成（公開分）
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いほど比率が高く、輸出事業所の割合で見ても同様の傾向である。技術進歩への投入を
みるため、技術開発部門を有する企業についても示したが、これも、事業所規模が大き
いほど開発部門を有する事業所が多いことが分かった。 

 
 
 
まとめ 
 
本報告書では、パネルデータを利用したチリ農業の生産主体別生産性の計測とその要

因分析の可能性について検討した。生産性の計測には、産出物と生産投入財を特定し、
その数量だけでなく投入シェアなどの情報も必要になる。世界的には OECD のモデル
が広く用いられているが、ラテンアメリカ農業においても、同様のモデルによる推計が
行われ、生産財、投入財で地域や産業の特徴ある変数がとられていることがわかった。 
これまでの農業の生産性分析では、国レベルか産業別、地域別のものが一般的であっ

た。これは、公開されるデータが集計されたものがほとんどであったことが原因である。
しかし、近年経済関連データの個票の公開が始まり、チリの農業センサス、および事業
所パネル調査も、個票へのアクセスが可能になった。本調査では、これらのデータを精
査し、農業の生産主体別の生産性計測の可能性について検討した。 
農業センサスは、過去２回については個票が利用可能であり、全農家の戸別の属性と

生産物ごとの生産面積、投入財の情報が豊富である。生産量については、穀物、豆・根
菜類は品種別に掲載されているため、小麦、トウモロコシといった特定の産品毎であれ
ば分析可能である。ただし、土地以外の投入物は産品毎になっておらず投入比率も分か
らないため、作物ごとではなく個別農家を分析単位とする必要がある。 
事業所パネルデータは、過去４回実施されていて、部分的にパネル化できるという有

利さがある。サンプル調査であるが、標本抽出には細心の注意が払われた設計になって
いるため信用が置ける。ただし、センサスに比べると、データの数に限りがあり、また、

研究開発
部門

自然人
個人有
限会社

協同
組合

有限
会社

公開株
式会社

閉鎖株
式会社

投資
会社

その他 直接 間接 有

大企業事業所 10,0001UF 187 11 2 1 88 6 69 10 0 9 57 34 48
中規模事業所 25,000UF 93 13 3 1 49 1 24 1 1 3 10 21 15
小規模事業所（上位） 5,000UF 113 49 4 0 48 1 9 1 1 1 3 22 3
小規模事業所（下位） 2,400UF 18 9 0 0 8 1 0 0 0 1 1 1 1
零細事業所 800UF 30 21 1 0 4 1 2 1 0 0 2 2 0
合計 441 103 10 2 197 10 104 13 2 14 73 80 67

(出所）チリ企業パネルデータ（2014年）より作成．
(表注）「外資系企業」は、ここでは外資の資本比率が過半の事業所をさす。

表６　事業所パネルデータ調査に基づく農業事業所分析（2014年）

標本
企業数

売上高
(下限値）

形態別事業所数 外資系
企業数

輸出事業所数



清水達也編『次世代の食料供給の担い手：ラテンアメリカの農業経営体』 
調査研究報告書 アジア経済研究所 2019 年 

49 
 

農業に特化した調査でないため、個別の生産財や投入財の個別の情報は得にくい。一方
で、財務情報や研究開発関連の調査項目は非常に充実しており、生産性の要因分析が可
能なデータセットになっていることが分かった。 
総要素生産性については、新しい経済成長論により知識や人的資本の蓄積が長期的な

成長率の水準に影響を与えることが理論的に示されてきた。これを参考に、総要素生産
性を説明するための変数として、従業員の教育水準、およびコンピューターやインター
ネットといった情報関連技術の利用状況のデータを利用することが考えられる。実際の
効果の大きさを具体的に特定するためには今後のデータ解析が必要であるが、農業セン
サス個票、および企業パネルデータ調査は、異質性に富むチリ農業の姿を浮かび上がら
せる可能性がある。 
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